S=BFRBOIESEEDOHIKREHIHFEMERFICFRIREBU cxim. s A tmm. s26) ZOfth

(ERTEE. BEEEE BV THEZEE)

o AEEANEBIFESHE - DS5EFERTIBMFET DEDCONTIE, Hidl £ BIFKICHHEFEL

FHlEZE (+rvson-sonvkERnER) (FERFROMRESNTUS,
*—EOEDFATORSEELERC (D 5 FERHINECLIES) .

o ISURHEURWE. 70YIFI—o#ihieAVWEY—EADE RPN ZEBULEERFRESFORDIC, B

SEHEEZRGENICRBIZAEEANTHUT, Fryv21I70-2H#SERABD RN (=Esnrm) T
OERMNBENDZEDERD, REVEZEDDIBENDD.

RITHIE

IS EEORITEAN (RI- YT ERE)

y — - - FRM(C(E. OFEREl. QERFEYL. OHITFTIFI—-2F0HDAEICE
JOvoFI—4%4Md. BT CE. {EsEFMRE cOERICER TEALEESUSB A

% S AT
FERROHICEHCHRE BRIEDOHICB=HEISTE F

v BT (v C&Bs
¢ BSEEPE (o) (4B R (<—ovhie) (4 aa
v —TEQB GREHRS) HHLTE X FATEARLESZIES BA0EAL.
D3I ST & B 2B DTSRI DIES ERERE AL T 2MRELTS
(S5 EEHRSIMEELZICLNER) SEACBNT, REIRFBADERNIE
EEANS FEIBTHD, BEMKENEEL DR

OWeb3#tE(CHFERBEmERD, JTOvIF1— iz EAUCERESZBEIT B SNS. JEA FTEUWI0E=8) D
TR MR B EF(RAB S EE (CDOWV T, BRI ERTT (1R DRBEULZEDHD L. 26



	スライド 0: 令和６年度税制改正に関する経済産業省要望 【　概　要　】
	スライド 1: 目　　次
	スライド 2: Ⅰ．世界に伍して競争できる投資支援と 構造的・持続的な賃上げの実現​
	スライド 3: 戦略物資生産基盤税制の創設（所得税・法人税・法人住民税・事業税）
	スライド 4
	スライド 5: 国内で開発された知的財産から生じる所得に対する 優遇税率を適用する制度（イノベーションボックス税制）の創設（法人税・法人住民税）
	スライド 6: （参考１）各国の研究開発税制・イノベーションボックス税制の導入状況
	スライド 7: （参考２）日本企業の海外への研究開発投資額及びクロスボーダーM&Aの推移
	スライド 8: カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の拡充及び延長（所得税・法人税・法人住民税・事業税）
	スライド 9: （参考）排出削減に向けた産業界の取組の重要性
	スライド 10: 大企業向け・中小企業向け賃上げ促進税制の拡充及び延長（所得税・法人税・法人住民税・事業税）
	スライド 11: （参考１）給与等の昨今の状況
	スライド 12: （参考２）繰越控除措置を創設する必要性
	スライド 13: 成長志向の中堅企業等の成長を促進する税制措置の検討
	スライド 14: （参考１）地域経済における中堅企業の重要性
	スライド 15: （参考２）成長志向の中堅企業等の成長戦略や課題
	スライド 16: Ⅱ．スタートアップ・エコシステムの更なる強化
	スライド 17: ストックオプション税制の拡充（所得税・個人住民税） （特定の取締役等が受ける新株予約権等の行使による株式の取得に係る経済的利益の非課税等の拡充）
	スライド 18: エンジェル税制の拡充（所得税・個人住民税）
	スライド 19: 個人から上場ベンチャーファンドへの投資を促す税制措置の創設（所得税・個人住民税）
	スライド 20: オープンイノベーション促進税制の延長（法人税、法人住民税、事業税）
	スライド 21
	スライド 22: （参考２）スタートアップのM&Aの状況
	スライド 23: スピンオフの実施の円滑化のための税制措置の拡充（所得税・法人税・法人住民税・個人住民税・事業税）
	スライド 24: （参考１）スピンオフにより期待される効果とパーシャルスピンオフの必要性
	スライド 25: （参考２）スピンオフに関する日本企業の検討状況
	スライド 26: 第三者保有の暗号資産の期末時価評価課税に係る見直し（法人税、法人住民税、事業税）                     〔金融庁主管、経済産業省において共同要望〕
	スライド 27: Ⅲ．中小企業・小規模事業者の事業承継・成長支援等
	スライド 28: 法人版・個人版事業承継税制の見直し及び延長（相続税・贈与税）
	スライド 29: （参考１）事業承継税制の概要
	スライド 30: （参考２）経営者年齢の変化（2017年と2022年を比較）
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33: 中小法人の交際費課税の特例の延長（法人税・法人住民税・事業税）
	スライド 34: （参考）中小法人の交際費課税の特例
	スライド 35: 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所得税・法人税・個人住民税・法人住民税・事業税）
	スライド 36: （参考）中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置
	スライド 37: 外形標準課税のあり方（事業税）
	スライド 38: （参考）外形標準課税の概要
	スライド 39: Ⅳ．経済のデジタル化・グローバル化に対応した 事業環境の整備
	スライド 40: 国境を越えたサービスの提供に係る消費課税のあり方の見直し（消費税、地方消費税）
	スライド 41: （参考１）モバイルアプリ市場規模の状況
	スライド 42: （参考２）事業者免税点制度の概要
	スライド 43: 経済のデジタル化等に対応した新たな国際課税制度への対応（法人税・法人住民税・事業税）
	スライド 44: （参考）国際課税ルールの見直しを巡る国際動向
	スライド 45: 外国子会社合算税制の見直し（所得税・法人税・個人住民税・法人住民税・事業税）
	スライド 46: （参考）現行の外国子会社合算税制の概要
	スライド 47: Ⅴ．GXの実現に向けた、強靱なサプライチェーンの構築
	スライド 48: 海外投資等損失準備金の延長（法人税・法人住民税・事業税）
	スライド 49: （参考１） IEAのSTEPSシナリオとAPSシナリオ／G7首脳声明におけるガス部門投資の必要性
	スライド 50: （参考２）鉱業分野を取り巻く課題（海外鉱山開発をめぐる状況変化）
	スライド 51: 自動車関係諸税のあり方の検討（自動車重量税、自動車税、軽自動車税）
	スライド 52: （参考１）自動車産業の重要性・国際競争の激化
	スライド 53: （参考２）検討の方向性
	スライド 54: 電気・ガス供給業の収入金課税の見直し（事業税）
	スライド 55: Ⅵ．制度整備・改善
	スライド 56: Ⅵ ．制度整備・改善
	スライド 57: Ⅵ ．制度整備・改善
	スライド 58: Ⅵ．制度整備・改善
	スライド 59: Ⅶ．新設・延長・拡充
	スライド 60: Ⅶ ．新設・延長・拡充
	スライド 61: Ⅶ ．新設・延長・拡充
	スライド 62: Ⅶ ．新設・延長・拡充
	スライド 63: Ⅷ．共同要望（他省庁主管）
	スライド 64: Ⅷ ．共同要望（他省庁主管）
	スライド 65: Ⅷ ．共同要望（他省庁主管）

